様式第1号（第８条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

住宅用自己所有型脱炭素推進設備導入補助金交付申請書

　瀬戸内市長　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒
申請者　住　所
氏　名
電　話

瀬戸内市住宅用自己所有型脱炭素推進設備導入補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請します。
	補助対象設備の設置場所
	瀬戸内市

	住宅の区分
	□ 既存住宅
	□ 新築住宅

	所有者の区分
	□ 申請者
	□申請者以外（　　　　　　　　　　　　　　）

	補助対象設備の導入計画

	（ア）
太陽光発電設備
	最大出力
	太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ公称最大出力合計またはﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ定格出力合計の低い方
	kW
※小数点以下切捨て

	（イ）
定置用蓄電池
	メーカー・型式
	

	（ウ）
電気自動車等
	メーカー・
グレード
	

	
	外部給電機能の有無
	有　・　無

	
	蓄電容量
	総電力量の数値を記載
	kWh

	（エ）
充放電設備等
	メーカー・型式
	

	工事着工日（予定）
	　　年　　月　　日
	工事完了日（予定）
	　年　　　月　　　日

	関係事業者

	①
	名称
	
	連絡先
	

	
	所在地
	
	担当者
	

	②
	名称
	
	連絡先
	

	
	所在地
	
	担当者
	

	□
（チェックを記入）
	この補助金の審査のために、申請者の住民登録資料、税務資料を確認することに同意します。


 ※裏面に添付書類と注意事項記載
	【交付申請添付書類】

	
	□
	申請に係る一般住宅の位置図

	
	□
	（設置する建築物の所有者が申請者以外の場合）設置承諾書

	
	□
	その他市長が必要と認める書類

	【補助金額】

	（ア）太陽光発電設備
	
	太陽電池モジュールの公称最大出力合計値又はパワーコンディショナーの定格出力合計値のいずれか低い方（ｋW単位で小数点以下を切り捨てた値）に、1kW当たり10万5,000円を乗じた額と、補助対象経費（税込）を比較していずれか低い方の額とし、63万円を限度とする。

	（イ）定置用蓄電池
	
	補助対象経費（税込）の1/3とし、34万1,000円を限度とする。

	（ウ）電気自動車等
	
	蓄電容量(kWh)の1/2に4万円を乗じた額とし、CEV補助金の「銘柄ごとの補助金交付額」を限度とする。

	（エ）充放電設備等
	
	補助対象経費（税込）の1/2とし、CEV補助金の設備費及び工事費　ごとの補助金交付額を限度とする。
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